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税金還付制度――Nota Fiscal Paulista 
 
申告納税制度を採用する同州では、収入額を過少申告する小売業者（例、飲食店、商店）














は制度を利用する消費者に対し納税者領収書の取引額 50 ドルにつき 1 枚、宝くじも毎月無



















著者は、2004 年 1 月から 2011 年 12 月までの納税申告書データを州政府から入手し、
制度導入前後の申告収入額の変化を、制度の影響を受けた小売業者とそうでない卸売業者
とで比較する。分析結果によれば、制度導入後、小売業者の申告収入額は卸売業者と比べて、
















門分野は開発経済学、応用ミクロ計量経済学。著作に‟Can Solar Lanterns Improve Youth 
Academic Performance? Experimental Evidence from Bangladesh” (共著 The World Bank 
Economic Review, 2019)‟, “Female Migration for Marriage: Implications from the Land 
Reform in Rural Tanzania” (World Development, 2015, Vol.65: 41-61)等。 
 
 
